
宮 崎 県 公 報 平成 28年 ３ 月 14日（月曜日） 号外 第 ５ 号

頁

条 例

○議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改

正する条例………………………………………………（人事課）３

○県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を

改正する条例……………………………………………（税務課）５

○宮崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正す

る条例…………………………………………………（市町村課）７

○宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を

改正する条例………………………………………（福祉保健課）８

○宮崎県国民健康保険財政安定化基金条例………（国保・援護課）８

○宮崎県安心こども基金条例の一部を改正する条

例……………………………………………………（こども政策課）９

○みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する

条例の一部を改正する条例………………………（環境管理課）９

○宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一

部を改正する条例…………………………………（労働政策課）９

○国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等

を廃止する条例……………………………………（農村計画課）10

○都市公園条例の一部を改正する条例……………（都市計画課）10

○市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一

部を改正する条例………………………………………（教育庁）11

○教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正

する条例…………………………………………………（ 〃 ）21

○教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例………………………………………………（ 〃 ）22

宮 崎 県 公 報
平成28年３月14日（月曜日）号外 第５号

発 行 定 日 毎週月・木曜日

購読料（送料共）１年 37,200円

害 1害

発 行 宮 崎 県

印 刷 宮崎市旭１丁目６番25号

K・Ｐクリエイションズ株式会社

目 次

本号で公布された条例のあらま本号で公布された条例のあらましし

◎ 議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第２号）

１ 改正の理由及び主な内容

特別職の国家公務員等に準じて本県特別職に係る平成27年12月期以降の期末手当の改定を行うため、所要の改正を行うこと

としました。

２ 施行期日等

この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行し、平成27年４月１日から適用することとしました。

◎ 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第３号）

１ 改正の理由及び主な内容

地域再生法の一部改正に伴い、不均一課税の対象事業等を追加するため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日等

この条例は、公布の日から施行し、平成27年10月８日から適用することとしました。

◎ 宮崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例（条例第４号）

１ 改正の理由及び主な内容

住民基本台帳法の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例（条例第５号）

１ 改正の理由及び主な内容

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金の精算手続に期間を要することから、設置期間を延長するための改正を行うこととしまし

た。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県国民健康保険財政安定化基金条例（条例第６号）

１ 制定の理由及び主な内容
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平成30年度からの国民健康保険制度の改革に伴い、国民健康保険財政の安定化に資するため、国民健康保険法に基づき宮崎

県国民健康保険財政安定化基金を設置することとしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県安心こども基金条例の一部を改正する条例（条例第７号）

１ 改正の理由及び主な内容

安心してこどもを生み育てられる社会づくりを推進するため、宮崎県安心こども基金の設置期間を延長するための改正を行

うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例（条例第８号）

１ 改正の理由及び主な内容

水質汚濁防止法の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例（条例第９号）

１ 改正の理由及び主な内容

緊急雇用創出事業臨時特例基金の一部の額を国へ返還するため、処分の特例に関する改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等を廃止する条例（条例第10号）

１ 廃止の理由及び主な内容

国営大淀川左岸土地改良事業等については、負担金の徴収が完了したことから、関係条例を廃止することとしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 都市公園条例の一部を改正する条例（条例第11号）

１ 改正の理由及び主な内容

学校教育法の改正等に伴い、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行することとしました。

◎ 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第12号）

１ 改正の理由及び主な内容

人事委員会勧告等を踏まえ、市町村立学校職員の給与改定等を行うため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日等

この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行し、平成27年４月１日から適用することとしました。

◎ 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例（条例第13号）

１ 改正の理由及び主な内容

利用料金に係る単位の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例（条例第14号）

１ 改正の理由及び主な内容

使用料に係る単位の改正等に伴い、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。
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条条 例例

議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第２号

議会の議員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

（議会の議員の給与等に関する条例の一部改正）

第１条 議会の議員の給与等に関する条例（昭和31年宮崎県条例第45号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（

昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用

を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と

する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあ

るのは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「

100分の 167．5」とする。

２ ［略］

（期末手当）

第４条 議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（

昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用

を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と

する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあ

るのは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「

100分の 162．5」とする。

２ ［略］

第２条 議会の議員の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（

昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用

を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と

する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあ

るのは「 100分の 150」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 165」とする。

２ ［略］

（期末手当）

第４条 議会の議員の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（

昭和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用

を受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額と

する。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあ

るのは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「

100分の 167．5」とする。

２ ［略］

（知事等の給与及び旅費に関する条例の一部改正）

第３条 知事等の給与及び旅費に関する条例（昭和28年宮崎県条例第17号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和

29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受

ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする

。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあるの

は「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 100

分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和

29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受

ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする

。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあるの

は「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 100

分の 162．5」とする。

２～４ ［略］

第４条 知事等の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和

29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受

ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする

。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあるの

は「 100分の 150」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 100分

の 165」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 知事等の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭和

29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を受

ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とする

。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とあるの

は「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 100

分の 167．5」とする。

２～４ ［略］
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（常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例の一部改正）

第５条 常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例（昭和31年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 常勤の監査委員の期末手当の額は、一般職の職員の例によ

り計算した額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29

年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項

中「 100分の 122．5」とあるのは「 100分の 147．5」と、「 100

分の 137．5」とあるのは「 100分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 常勤の監査委員の期末手当の額は、一般職の職員の例によ

り計算した額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29

年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項

中「 100分の 122．5」とあるのは「 100分の 147．5」と、「 100

分の 137．5」とあるのは「 100分の 162．5」とする。

２～４ ［略］

第６条 常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 常勤の監査委員の期末手当の額は、一般職の職員の例によ

り計算した額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29

年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項

中「 100分の 122．5」とあるのは「 100分の 150」と、「 100分

の 137．5」とあるのは「 100分の 165」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 常勤の監査委員の期末手当の額は、一般職の職員の例によ

り計算した額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29

年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項

中「 100分の 122．5」とあるのは「 100分の 147．5」と、「 100

分の 137．5」とあるのは「 100分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（企業局長の給与及び旅費に関する条例の一部改正）

第７条 企業局長の給与及び旅費に関する条例（昭和41年宮崎県条例第46号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 162．5」とする。

２～４ ［略］

第８条 企業局長の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 150」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 100

分の 165」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 企業局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（教育長の給与等に関する条例の一部改正）

第９条 教育長の給与等に関する条例（平成12年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 教育長の期末手当の額は、一般職の職員の例により計算し

た額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県

条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項中「 100

分の 122．5」とあるのは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137

．5」とあるのは「 100分の 167．5」とする。

（期末手当）

第４条 教育長の期末手当の額は、一般職の職員の例により計算し

た額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県

条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項中「 100

分の 122．5」とあるのは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137

．5」とあるのは「 100分の 162．5」とする。
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２～４ ［略］２～４ ［略］

第10条 教育長の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 教育長の期末手当の額は、一般職の職員の例により計算し

た額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県

条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項中「 100

分の 122．5」とあるのは「 100分の 150」と、「 100分の 137．5

」とあるのは「 100分の 165」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 教育長の期末手当の額は、一般職の職員の例により計算し

た額とする。ただし、職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県

条例第40号。以下「給与条例」という。）第８条第２項中「 100

分の 122．5」とあるのは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137

．5」とあるのは「 100分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（病院局長の給与及び旅費に関する条例の一部改正）

第11条 病院局長の給与及び旅費に関する条例（平成18年宮崎県条例第21号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 162．5」とする。

２～４ ［略］

第12条 病院局長の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（期末手当）

第４条 病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 150」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 100

分の 165」とする。

２～４ ［略］

（期末手当）

第４条 病院局長の期末手当の額は、職員の給与に関する条例（昭

和29年宮崎県条例第40号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員（以下「職員」という。）の例により計算した額とす

る。ただし、給与条例第８条第２項中「 100分の 122．5」とある

のは「 100分の 147．5」と、「 100分の 137．5」とあるのは「 1

00分の 167．5」とする。

２～４ ［略］

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条、第６条、第８条、第10条及び第12条の規定は、平成28年４月１日から

施行する。

２ 第１条の規定による改正後の議会の議員の給与等に関する条例（以下「改正後の議会の議員の給与等に関する条例」という。）、第３

条の規定による改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の知事等の給与及び旅費に関する条例」という。）、第５条

の規定による改正後の常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例」とい

う。）、第７条の規定による改正後の企業局長の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の企業局長の給与及び旅費に関する条例」と

いう。）、第９条の規定による改正後の教育長の給与等に関する条例（以下「改正後の教育長の給与等に関する条例」という。）及び第

11条の規定による改正後の病院局長の給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の病院局長の給与及び旅費に関する条例」という。）の

規定は、平成27年４月１日から適用する。

（給与の内払）

３ 第１条の規定による改正前の議会の議員の給与等に関する条例、第３条の規定による改正前の知事等の給与及び旅費に関する条例、第

５条の規定による改正前の常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例、第７条の規定による改正前の企業局長の給与及び旅費に関する

条例、第９条の規定による改正前の教育長の給与等に関する条例及び第11条の規定による改正前の病院局長の給与及び旅費に関する条例

の規定に基づいて支給された期末手当は、それぞれ改正後の議会の議員の給与等に関する条例、改正後の知事等の給与及び旅費に関する

条例、改正後の常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例、改正後の企業局長の給与及び旅費に関する条例、改正後の教育長の給与等

に関する条例及び改正後の病院局長の給与及び旅費に関する条例の規定による期末手当の内払とみなす。

県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
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平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第３号

県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

県税の課税免除等の特例に関する条例（昭和39年宮崎県条例第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（目的）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区域、地区又は地域におい

て、それぞれ当該各号に定める者に対して課する県税の課税免除

又は不均一課税を行うことにより、当該区域、地区又は地域にお

ける工業開発の促進及び産業の振興に寄与することを目的とする

。

（１）～（４） ［略］

（５） 地域再生法（平成17年法律第24号）第７条第１項に規定す

る認定地域再生計画に記載されている同法第５条第４項第４号

に規定する地方活力向上地域（第６条において「地方活力向上

地域」という。）内において同法第17条の２第４項に規定する

認定地方活力向上地域特定業務施設整備計画に従って地域再生

法第17条の６の地方公共団体等を定める省令（平成27年総務省

令第73号。以下「総務省令第73号」という。）第２条第１号に

規定する特別償却設備（第６条において「特別償却設備」とい

う。）を新設し、又は増設した者

（地方活力向上地域における県税の不均一課税）

第６条 県税条例第32条、第32条の４、第36条及び第75条の規定に

かかわらず、地方活力向上地域においては、次の各号に掲げる税

目の税率は、それぞれ当該各号に定める税率とする。ただし、事

業税及び固定資産税に係る当該税率の適用については、当該税率

を適用する措置がされた最初の年度以降３箇年度のものに限る。

（１） 事業税 平成27年10月８日から平成30年３月31日までの期

間内に、地域再生法第17条の２第４項に規定する認定事業者（

同条第１項第１号に掲げる事業を実施する者に限る。）であっ

て、同条第３項の認定を受けた日から同日の翌日以後２年を経

過する日まで（同日までに同条第６項の規定により認定を取り

消されたときは、その取り消された日の前日まで）の間に、特

別償却設備を設置し、又は増設したものについて、当該特別償

却設備を事業の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各

年又は各事業年度の所得金額又は収入金額（県において課する

事業税の課税標準額となるものをいう。）のうち、当該特別償

却設備に係るものとして、総務省令第73号第３条第１項の規定

により計算した額に対して初年度以降課する事業税 次に掲げ

る年度の区分に応じ、それぞれ次に定める税率

ア 初年度 県税条例第32条又は第32条の４に定める税率に２

分の１を乗じて得た率

イ ２年度 県税条例第32条又は第32条の４に定める税率に４

分の３を乗じて得た率

ウ ３年度 県税条例第32条又は第32条の４に定める税率に８

分の７を乗じて得た率

（２） 不動産取得税 平成27年10月８日から平成30年３月31日ま

での期間内に、地域再生法第17条の２第４項に規定する認定事

業者であって、同条第３項の認定を受けた日から同日の翌日以

後２年を経過する日まで（同日までに同条第６項の規定により

当該認定を取り消されたときは、その取り消された日の前日ま

で）の間に、特別償却設備を設置し、又は増設したもの（次号

（目的）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区域又は地区において、そ

れぞれ当該各号に定める者に対して課する県税の課税免除又は不

均一課税を行うことにより、当該区域又は地区における工業開発

の促進及び産業の振興に寄与することを目的とする。

（１）～（４） ［略］
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において「特別償却設備設置者」という。）について、当該特

別償却設備である家屋及びその敷地である土地の取得（平成27

年10月８日以後の取得に限り、かつ、土地の取得については、

その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地と

する当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地の取

得に限る。）に対して課する不動産取得税 100分の 0．4（土

地については 100分の 0．3）

（３） 固定資産税 特別償却設備設置者について、当該特別償却

設備である家屋又は構築物及び償却資産（平成27年10月８日以

後において取得したものに限る。）に対して初年度以降課する

固定資産税 次の表の左欄に掲げる事業及び同表の中欄に掲げ

る年度の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める税率

第７条・第８条 ［略］第６条・第７条 ［略］

税率年度事業

100分の0．14初年度地域再生法第17条の２第１項第１号

に掲げる事業 100分の0．35２年度

100分の 0．7３年度

100分の0．14初年度地域再生法第17条の２第１項第２号

に掲げる事業 100分の0．47２年度

100分の0．94３年度

附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の県税の課税免除等の特例に関する条例の規定は、平成27年10月８日から適用

する。

宮崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第４号

宮崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例

宮崎県住民基本台帳法施行条例（平成14年宮崎県条例第35号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第１（第２条関係）

１ ［略］

別表第１（第２条関係）

１ ［略］

２ 地方税法（昭和25年法律第 226号）、宮崎県税条例（昭和29

年宮崎県条例第19号）、宮崎県産業廃棄物税条例（平成16年宮

崎県条例第41号）及び宮崎県森林環境税条例（平成18年宮崎県

条例第13号）並びに地方法人特別税等に関する暫定措置法（平

成20年法律第25号）の規定に基づく宮崎県の徴収金の賦課徴収

及び過誤納金の還付又は充当に関する次に掲げる者（当該者が

法人（合併後存続する法人又は合併により設立した法人を含む

。）である場合はその役員又は清算人とし、法人でない社団又

は財団で代表者又は管理人の定めがあるものである場合は当該

代表者又は管理人とする。）の生存の事実又は氏名若しくは住

所の確認

（１） 納税義務者若しくは特別徴収義務者又はこれらの第二次

納税義務者若しくは保証人（以下「納税義務者等」という。

）

（２） 納税義務者等の相続人及び生計を一にしている者

（３） 納税義務者等が有する財産上に質権、抵当権、先取特権

、留置権、地上権、賃借権その他の権利を有する者

（４） 納税義務者等が譲渡した財産でその譲渡により担保の目

的となっているものの権利者

（５） 納税義務者等が有する財産を占有している第三者又は当
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２～10 ［略］

該財産を占有していると認めるに足りる相当の理由がある第

三者

（６） 納税義務者等に対し債権若しくは債務があり、又は納税

義務者等から財産を取得したと認めるに足りる相当の理由が

ある者

３ 宮崎県税条例の規定に基づく不動産取得税の課税標準の特例

又は住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の減額

に関する事務のうち、地方税法第73条の14第３項の既存住宅又

は同法第73条の24第２項の既存住宅等が自己の居住の用に供さ

れていることの審査

４～12 ［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第５号

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例（平成21年宮崎県条例第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

２ この条例は、平成29年３月31日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県国民健康保険財政安定化基金条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第６号

宮崎県国民健康保険財政安定化基金条例

（設置）

第１条 国民健康保険の財政の安定化を図るため、国民健康保険法（昭和33年法律第 192号。以下「法」という。）第81条の２第１項の規

定に基づき、宮崎県国民健康保険財政安定化基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、県債証券その他最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に繰り入れるものとする。

（処分）

第５条 基金は、法第81条の２第１項各号に掲げる事業に必要な費用に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分することができる。

（委任）

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第５条の規定は、平成30年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から平成30年３月31日までの間における第１条の規定の適用については、同条中「国民健康保険法（昭和33年法律

第 192号。以下「法」という。）第81条の２第１項」とあるのは、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部

を改正する法律（平成27年法律第31号）附則第６条第１項」とする。
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宮崎県安心こども基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第７号

宮崎県安心こども基金条例の一部を改正する条例

宮崎県安心こども基金条例（平成21年宮崎県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

２ この条例は、平成30年３月31日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第８号

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例の一部を改正する条例

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例（平成17年宮崎県条例第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（生活排水対策の推進）

第49条 知事は、生活排水（水質汚濁防止法第２条第９項に規定す

る生活排水をいう。以下同じ。）の排出による公共用水域の水質

の汚濁の防止を図るための必要な対策（以下「生活排水対策」と

いう。）を推進するため、市町村と連携して、生活排水対策に関

する総合的な計画を定めるものとする。

２ ［略］

別表第１（第47条関係）

１ 五ヶ瀬川水域に係る上乗せ排水基準

２ 大淀川水域に係る上乗せ排水基準

（生活排水対策の推進）

第49条 知事は、生活排水（水質汚濁防止法第２条第８項に規定す

る生活排水をいう。以下同じ。）の排出による公共用水域の水質

の汚濁の防止を図るための必要な対策（以下「生活排水対策」と

いう。）を推進するため、市町村と連携して、生活排水対策に関

する総合的な計画を定めるものとする。

２ ［略］

別表第１（第47条関係）

１ 五ヶ瀬川水域に係る上乗せ排水基準

２ 大淀川水域に係る上乗せ排水基準

［略］

備考

１ ［略］

２ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水（水質

汚濁防止法第２条第６項に規定する排出水をいう。以下

この表及び別表第１の２の表において同じ。）の平均的

な汚染状態について定めたものである。

３ ［略］

［略］

備考

１ ［略］

２ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水（水質

汚濁防止法第２条第５項に規定する排出水をいう。以下

この表及び別表第１の２の表において同じ。）の平均的

な汚染状態について定めたものである。

３ ［略］

［略］

備考

１ この表において「特定事業場」とは、水質汚濁防止法

第２条第６項に規定する特定事業場をいう。

２ 「特定施設」とは、水質汚濁防止法第２条第２項に規

定する特定施設をいう。

３～６ ［略］

［略］

備考

１ この表において「特定事業場」とは、水質汚濁防止法

第２条第５項に規定する特定事業場をいう。

２ 「特定施設」とは、同条第２項に規定する特定施設を

いう。

３～６ ［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第９号
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宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例

宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成21年宮崎県条例第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

３ 基金は、平成27年度に限り、第５条の規定にかかわらず、基金

の原資として国から交付された交付金を返還する必要が生じたと

きは、当該返還に要する財源に充てるため、その一部を処分する

ことができる。

附 則

３ 基金は、平成26年度に限り、第５条の規定にかかわらず、基金

の原資として国から交付された交付金を返還する必要が生じたと

きは、当該返還に要する財源に充てるため、その一部を処分する

ことができる。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等を廃止する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第10号

国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等を廃止する条例

次に掲げる条例は、廃止する。

（１） 国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例（昭和54年宮崎県条例第１号）

（２） 国営都城盆地土地改良事業負担金徴収条例（昭和63年宮崎県条例第30号）

（３） 国営尾鈴土地改良事業負担金徴収条例（平成９年宮崎県条例第30号）

（４） 国営綾川二期土地改良事業負担金徴収条例（平成14年宮崎県条例第12号）

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正）

２ 国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴収条例等の一部を改正する条例（平成25年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

（経過措置）

２ この条例による改正後の国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴

収条例附則第２項、国営一ツ瀬川土地改良事業負担金徴収条例附

則第３項及び国営西諸土地改良事業負担金徴収条例附則第２項の

規定は、延滞金のうち平成26年１月１日以後の期間に対応するも

のについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、な

お従前の例による。

附 則

（経過措置）

２ この条例による改正後の国営大淀川左岸土地改良事業負担金徴

収条例附則第２項、国営大淀川右岸土地改良事業負担金徴収条例

附則第２項、国営一ツ瀬川土地改良事業負担金徴収条例附則第３

項、国営都城盆地土地改良事業負担金徴収条例附則第２項、国営

尾鈴土地改良事業負担金徴収条例附則第２項、国営西諸土地改良

事業負担金徴収条例附則第２項及び国営綾川二期土地改良事業負

担金徴収条例附則第２項の規定は、延滞金のうち平成26年１月１

日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対

応するものについては、なお従前の例による。

都市公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第11号

都市公園条例の一部を改正する条例

都市公園条例（昭和39年宮崎県条例第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第２（第10条、第15条の７関係）別表第２（第10条、第15条の７関係）

備考納期金額（円）単位区分種類

１・２ ［略］

３ 幼児（満１

歳から小学校

［略］宮崎

県総

合運

備考納期金額（円）単位区分種類

１・２ ［略］

３ 幼児（満１

歳から小学校

［略］宮崎

県総

合運
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（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号

）第１条に規定する学校（幼稚園、特別支援学校（幼稚

部に限る。）及び大学を除く。）に在学する者をいう。

２ 小学校児童及び中学校生徒には義務教育学校の前期課

程及び特別支援学校の小学部の児童並びに義務教育学校

の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校

の中学部の生徒を含む。

３ 高等学校生徒には中等教育学校の後期課程及び特別支

援学校の高等部の生徒並びに高等専門学校の学生を含む

。

４～６ ［略］

付表１（武道館関係）

（注）１ ［略］

２ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園、特別支援学校（幼稚部に限る。）及び大学を

除く。）に在学する者をいう。

付表２（硬式野球場関係）

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園、特別支援学校（幼稚部に限る。）及び大学を

除く。）に在学する者をいう。

２・３ ［略］

付表３（第二硬式野球場関係）

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園、特別支援学校（幼稚部に限る。）及び大学を

除く。）に在学する者をいう。

２・３ ［略］

付表４（屋内運動場関係）

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園、特別支援学校（幼稚部に限る。）及び大学を

除く。）に在学する者をいう。

２・３ ［略］

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号

）第１条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）に

在学する者をいう。

２～４ ［略］

付表１（武道館関係）

（注）１ ［略］

２ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園及び大学を除く。）に在学する者をいう。

付表２（硬式野球場関係）

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園及び大学を除く。）に在学する者をいう。

２・３ ［略］

付表３（第二硬式野球場関係）

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園及び大学を除く。）に在学する者をいう。

２・３ ［略］

付表４（屋内運動場関係）

（注）１ 「児童生徒」とは、学校教育法第１条に規定する学校

（幼稚園及び大学を除く。）に在学する者をいう。

２・３ ［略］

就学の始期に

達するまでの

者をいう。）

が使用する場

合の使用料は

、金額の欄に

掲げる「児童

生徒」の金額

とする。

４～11 ［略］

動公

園使

用料

就学の始期に

達するまでの

者をいう。）

が使用する場

合の使用料は

、金額の欄に

掲げる「児童

生徒」又は「

小学校児童及

び中学校生徒

」の金額とす

る。

４～11 ［略］

動公

園使

用料

［略］［略］

［略］［略］

［略］［略］

［略］［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の改正規定（義務教育学校に係る部分に限る。）は、平成28年４月１日から施行

する。

市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日
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宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第12号

市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

（市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部改正）

第１条 市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則附 則

（55歳を超える職員の給料月額の減額支給等）

13 第６条の規定により県立学校職員の例によることとされる職員

の給与に関する条例附則第13項の規定の適用については、同項第

８号ア中「前各号に定める額」とあるのは「前各号及び市町村立

学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）附

則第14項に定める額」と、同項中

「

」

とあるのは

「

」

とする。

14 第６条の規定により県立学校職員の例によることとされる職員

の給与に関する条例附則第13項の規定の適用により給与が減ぜら

れて支給される職員に対するへき地手当（第４条の３の規定によ

る手当を含む。以下この項において同じ。）の支給に当たっては

、へき地手当の額から、当該職員の給料月額に対するへき地手当

の月額に 100分の１を乗じて得た額（当該職員の給料月額に 100

分の99を乗じて得た額が、当該職員の属する職務の級における最

低の号給の給料月額に達しない場合にあっては、当該職員の給料

月額から当該職員の属する職務の級における最低の号給の給料月

額を減じた額に対するへき地手当の月額）に相当する額を減ずる

。

15 前項の規定の実施に関し必要な事項は、人事委員会規則で定め

る。

職務の級給料表

６級行政職給料表

７級公安職給料表

４級教育職給料表（一）

４級教育職給料表（二）

５級研究職給料表

６級医療職給料表（二）

６級医療職給料表（三）

職務の級給料表

４級教育職給料表

別表を次のように改める。
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第２条 市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（給料）

第３条 ［略］

２ 前項の教育職給料表は、別表第１のとおりとし、学校栄養職給

料表は職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）第

３条に規定する医療職給料表（二）により、事務職給料表は同条に

規定する行政職給料表による。

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを

前項の給料表（以下「給料表」という。）に定める職務の級に分

類するものとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、別表

第２から別表第４までに定めるとおりとする。この場合において

、別表第２から別表第４までに掲げる基準となる職務とその複雑

、困難及び責任の度が同程度の職務は、それぞれの職務の級に分

類して人事委員会規則で定めるものとする。

４ 任命権者は、全ての職員の職務の級を前項及び人事委員会規則

で定める基準に従い決定し、給料表により職員に給料を支給しな

ければならない。

５～８ ［略］

（特殊勤務手当）

第４条 ［略］

２ 多学年学級担当手当は、小学校、中学校又は義務教育学校の２

以上の学年の児童又は生徒で編制される学級を担当する職員のう

ち人事委員会の定める職員が当該学級における授業又は指導に従

事したときに支給する。

３ ［略］

４ 教員特殊業務手当は、小学校、中学校又は義務教育学校に所属

する主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、

養護助教諭又は講師が次に掲げる業務に従事した場合において、

その業務が心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める程度

に及ぶときに支給する。

（１）～（４） ［略］

５ ［略］

６ 教育業務連絡指導手当は、小学校、中学校又は義務教育学校に

所属する主幹教諭、指導教諭、教諭又は養護教諭のうち、当該学

校を所管する教育委員会が地方教育行政の組織及び運営に関する

法律第33条第１項の規定に基づき定めた教育委員会規則の規定に

より置かれる教務その他の教育に関する業務についての連絡調整

及び指導助言に当たる主任等でその職務が困難であるとして教育

委員会の定めるものの職務を担当する主幹教諭、指導教諭、教諭

又は養護教諭が当該担当に係る業務に従事したときに支給する。

７ ［略］

（へき地手当等）

第４条の２ へき地手当は、交通条件及び自然的、経済的、文化的

諸条件に恵まれない山間地、離島その他の地域に所在する小学校

、中学校及び義務教育学校並びに学校給食法（昭和29年法律第 1

60号）第６条に規定する施設（以下「共同調理場」という。）（

以下「へき地学校」という。）並びにへき地学校に準ずる学校及

び共同調理場（以下「へき地学校に準ずる学校」という。）に勤

務する職員に支給する。

２～４ ［略］

（義務教育等教員特別手当）

第５条の３ 小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する教育職員

（給料）

第３条 ［略］

２ 前項の教育職給料表は、別表のとおりとし、学校栄養職給料表

は職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）第３条

に規定する医療職給料表（二）により、事務職給料表は同条に規定

する行政職給料表による。

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを

前項の給料表（以下「給料表」という。）に定める職務の級に分

類するものとし、その分類の基準となるべき標準的な職務の内容

は、人事委員会規則で定める。

４ 任命権者は、すべての職員の職務の級を人事委員会規則で定め

る基準に従い決定し、給料表により職員に給料を支給しなければ

ならない。

５～８ ［略］

（特殊勤務手当）

第４条 ［略］

２ 多学年学級担当手当は、小学校又は中学校の２以上の学年の児

童又は生徒で編制される学級を担当する職員のうち人事委員会の

定める職員が当該学級における授業又は指導に従事したときに支

給する。

３ ［略］

４ 教員特殊業務手当は、小学校又は中学校に所属する主幹教諭、

指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭又は

講師が次に掲げる業務に従事した場合において、その業務が心身

に著しい負担を与えると教育委員会が認める程度に及ぶときに支

給する。

（１）～（４） ［略］

５ ［略］

６ 教育業務連絡指導手当は、小学校又は中学校に所属する主幹教

諭、指導教諭、教諭又は養護教諭のうち、当該学校を所管する教

育委員会が地方教育行政の組織及び運営に関する法律第33条第１

項の規定に基づき定めた教育委員会規則の規定により置かれる教

務その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に

当たる主任等でその職務が困難であるとして教育委員会の定める

ものの職務を担当する主幹教諭、指導教諭、教諭又は養護教諭が

、当該担当に係る業務に従事したときに支給する。

７ ［略］

（へき地手当等）

第４条の２ へき地手当は、交通条件及び自然的、経済的、文化的

諸条件に恵まれない山間地、離島その他の地域に所在する小学校

及び中学校並びに学校給食法（昭和29年法律第 160号）第６条に

規定する施設（以下「共同調理場」という。）（以下「へき地学

校」という。）並びにへき地学校に準ずる学校及び共同調理場（

以下「へき地学校に準ずる学校」という。）に勤務する職員に支

給する。

２～４ ［略］

（義務教育等教員特別手当）

第５条の３ 小学校又は中学校に勤務する教育職員には、義務教育
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には、義務教育等教員特別手当を支給する。

２～４ ［略］

別表第１ 教育職給料表（第３条関係）

備考

１ この表は、小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する校

長、副校長、教頭、教諭その他の職員で人事委員会規則で定

めるものに適用する。

２ ［略］

別表第２ 教育職給料表級別基準職務表（第３条関係）

別表第３ 医療職給料表（二）級別基準職務表（第３条関係）

別表第４ 行政職給料表級別基準職務表（第３条関係）

等教員特別手当を支給する。

２～４ ［略］

別表 教育職給料表（第３条関係）

備考

１ この表は、中学校又は小学校に勤務する校長、副校長、教

頭、教諭その他の職員で人事委員会規則で定めるものに適用

する。

２ ［略］

［略］ ［略］

基準となる職務職務の級

講師、助教諭又は養護助教諭の職務１級

教諭、養護教諭又は栄養教諭の職務２級

主幹教諭又は指導教諭の職務特２級

副校長又は教頭の職務３級

校長の職務４級

基準となる職務職務の級

技師の職務１級

困難な業務を行う技師の職務２級

１ 技術主査の職務

２ 主任技師の職務

３ 特に困難な業務を行う技師の職務

３級

１ 困難な業務を行う技術主査の職務

２ 困難な業務を行う主任技師の職務

４級

特に困難な業務を行う技術主査の職務５級

基準となる職務職務の級

主事の職務１級

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事

の職務

２級

１ 事務主査の職務

２ 主任主事の職務

３級

１ 事務主幹の職務

２ 事務副主幹の職務

３ 困難な業務を行う事務主査の職務

４級

困難な業務を行う事務主幹の職務５級

特に困難な業務を行う事務主幹の職務６級

（県立学校職員の旅費に関する条例の一部改正）

第３条 県立学校職員の旅費に関する条例（昭和38年宮崎県条例第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第24

条第５項の規定に基づき、公務のため旅行する県立学校職員（大

学職員を除く。以下「学校職員」という。）に対し支給する旅費

に関し、必要な事項を定めるものとする。

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第24

条第６項の規定に基づき、公務のため旅行する県立学校職員（大

学職員を除く。以下「学校職員」という。）に対し支給する旅費

に関し、必要な事項を定めるものとする。

（義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正）

第４条 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年宮崎県条例第47号）の一部を次のように改正する

。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第24

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第24
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条第５項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

法律第 162号）第42条並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置法（昭和46年法律第77号）第３条及び

第６条の規定に基づき、義務教育諸学校等の教育職員（市町村立

の義務教育諸学校等の教育職員のうち市町村立学校職員給与負担

法（昭和23年法律第 135号）第１条に規定する者を含む。）の給

与その他の勤務条件について特例を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において「義務教育諸学校等」とは、学校教育法

（昭和22年法律第26号）に規定する公立の小学校、中学校、義務

教育学校、高等学校、中等教育学校又は特別支援学校をいう。

２ ［略］

条第６項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

法律第 162号）第42条並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置法（昭和46年法律第77号）第３条及び

第６条の規定に基づき、義務教育諸学校等の教育職員（市町村立

の義務教育諸学校等の教育職員のうち市町村立学校職員給与負担

法（昭和23年法律第 135号）第１条に規定する者を含む。）の給

与その他の勤務条件について特例を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において「義務教育諸学校等」とは、学校教育法

（昭和22年法律第26号）に規定する公立の小学校、中学校、高等

学校、中等教育学校又は特別支援学校をいう。

２ ［略］

（市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）

第５条 市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（平成17年宮崎県条例第88号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

（給料の切替えに伴う経過措置）

６ 施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で

、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額（

市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

（平成21年宮崎県条例第49号。附則別表第２において「平成21年

改正条例」という。）の施行の日において同表の左欄に掲げる職

員にあっては、当該給料月額に、同欄に掲げる職員の区分に応じ

、それぞれ同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額とし、その額

に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。）

に達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める職員を除く

。）には、平成33年３月31日までの間、給料月額のほか、その差

額に相当する額から附則別表第３の左欄に掲げる期間の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額を減じた額（零を上回るもの

に限る。）を給料として支給する。

７ 前項の規定は、施行日の前日から引き続き給料表の適用を受け

る職員（同項の規定の適用を受ける職員を除く。）で、同項の規

定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められ

るものについて準用する。この場合において、同項中「同日にお

いて受けていた給料月額」とあるのは「人事委員会規則で定める

額」と読み替えるものとする。

８ 第６項の規定は、施行日以降に新たに給料表の適用を受けるこ

ととなった職員で、任用の事情等を考慮して同項（前項において

準用する場合を含む。）の規定による給料を支給される職員との

権衡上必要があると認められるものについて準用する。この場合

において、第６項中「同日において受けていた給料月額」とある

のは「人事委員会規則で定める額」と、「平成33年３月31日まで

の間」とあるのは「平成33年３月31日までの間（平成19年４月１

日以降に単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関

する条例（昭和32年宮崎県条例第28号）の適用を受ける職員（以

下「現業職員」という。）から職員の給与に関する条例（昭和29

年宮崎県条例第40号）の適用を受ける職員となった後において、

市町村立学校職員給与等条例の適用を受ける職員となった者（以

下「任命換職員」という。）のうち人事委員会規則で定めるもの

附 則

（給料の切替えに伴う経過措置）

６ 施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で

、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額（

市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

（平成21年宮崎県条例第49号。附則別表第２において「平成21年

改正条例」という。）の施行の日において同表の左欄に掲げる職

員である者にあっては、当該給料月額に、同欄に掲げる職員の区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額とし

、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額と

する。）に達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める職

員を除く。）には、平成33年３月31日までの間、給料月額のほか

、その差額に相当する額（市町村立学校職員給与等条例附則第13

項の規定により読み替えて適用される職員の給与に関する条例（

昭和29年宮崎県条例第40号）附則第13項の規定により給与が減ぜ

られて支給される職員にあっては、当該額に 100分の99を乗じて

得た額）から附則別表第３の左欄に掲げる期間の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる額を減じた額（零を上回るものに限る

。）を給料として支給する。

７ 前項の規定は、施行日の前日から引き続き給料表の適用を受け

る職員（同日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員を除

く。）で、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必

要があると認められるものについて準用する。この場合において

、同項中「同日において受けていた給料月額」とあるのは「人事

委員会規則で定める額」と読み替えるものとする。

８ 第６項の規定は、施行日以降に新たに給料表の適用を受けるこ

ととなった職員で、任用の事情等を考慮して同項（前項において

準用する場合を含む。）の規定による給料を支給される職員との

権衡上必要があると認められるものについて準用する。この場合

において、第６項中「同日において受けていた給料月額」とある

のは「人事委員会規則で定める額」と、「平成33年３月31日まで

の間」とあるのは「平成33年３月31日までの間（平成19年４月１

日以降に単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関

する条例（昭和32年宮崎県条例第28号）の適用を受ける職員（以

下「現業職員」という。）から職員の給与に関する条例の適用を

受ける職員となった後において、市町村立学校職員給与等条例の

適用を受ける職員となった者（以下「任命換職員」という。）の

うち人事委員会規則で定めるものにあっては、人事委員会規則で
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にあっては、人事委員会規則で定める期間）」と、「（零を上回

るものに限る。）を給料として支給する。」とあるのは「（零を

上回るものに限る。）（以下「減額後の差額相当額」という。）

を給料として支給する。この場合において、任命換職員に係る平

成33年４月１日以降の減額後の差額相当額は、その者が任命換職

員となった日の前日に現業職員として受けていた給料月額に 100

分の99．7（任命換職員となった日が平成21年４月１日である者に

あっては 100分の99）を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときはその端数を切り捨てた額）に、 100分の99．1を乗じ

て得た額（その額に１円未満の端数があるときはその端数を切り

捨てた額）とその者の受ける給料月額との差額（零を上回るもの

に限る。）とする。」と読み替えるものとする。

11 附則第６項から第９項までの規定による給料を支給される職員

に関する次に掲げる条例の規定の適用については、これらの規定

中「給料月額」とあるのは「給料月額と市町村立学校職員の給与

等に関する条例の一部を改正する条例（平成17年宮崎県条例第88

号）附則第６項から第９項までの規定による給料の額との合計額

」とする。

（１） 職員の給与に関する条例（昭和29年宮崎県条例第40号）第

８条第５項（第８条の４第４項において準用する場合を含む｡

）

（２）・（３） ［略］

定める期間）」と、「（零を上回るものに限る。）を給料として

支給する。」とあるのは「（零を上回るものに限る。）（以下「

減額後の差額相当額」という。）を給料として支給する。この場

合において、任命換職員に係る平成33年４月１日以降の減額後の

差額相当額は、その者が任命換職員となった日の前日に現業職員

として受けていた給料月額に 100分の99．7（任命換職員となった

日が平成21年４月１日である者にあっては 100分の99）を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときはその端数を切り捨

てた額）に、 100分の99．1を乗じて得た額（その額に１円未満の

端数があるときはその端数を切り捨てた額）とその者の受ける給

料月額との差額（零を上回るものに限る。）とする。」と読み替

えるものとする。

11 附則第６項から第９項までの規定による給料を支給される職員

に関する次に掲げる条例の規定の適用については、これらの規定

中「給料月額」とあるのは「給料月額と市町村立学校職員の給与

等に関する条例の一部を改正する条例（平成17年宮崎県条例第88

号）附則第６項から第９項までの規定による給料の額との合計額

」とする。

（１） 職員の給与に関する条例第８条第５項（第８条の４第４項

において準用する場合を含む。）

（２）・（３） ［略］

（市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第６条 市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（平成27年宮崎県条例第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

（給料の切替えに伴う経過措置）

３ 施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で

、その者の受ける給料月額が施行日に第１条の規定による改正前

の市町村立学校職員の給与等に関する条例の規定（附則第13項か

ら第15項までの規定を除く。）を適用した場合にその者が受ける

こととなる給料月額（当該給料月額に相当する額として人事委員

会規則で定める額を含む。）に達しないこととなるもの（人事委

員会規則で定める職員を除く。）には、当分の間、給料月額のほ

か、その差額に相当する額を給料として支給する。ただし、差額

に相当する額が、市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部

を改正する条例（平成17年宮崎県条例第88号）附則第６項（同条

例附則第７項及び第８項において準用する場合を含む。）の給料

の額に達しない場合は、支給しない。

４ 前項の規定は、施行日の前日から引き続き給料表の適用を受け

る職員（同項の規定の適用を受ける職員を除く。）で、前項の規

定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められ

るものについて準用する。この場合において、同項中「施行日に

第１条の規定による改正前の市町村立学校職員の給与等に関する

条例の規定（附則第13項から第15項までの規定を除く。）を適用

した場合にその者が受けることとなる給料月額（当該給料月額に

相当する額として人事委員会規則で定める額を含む。）」とある

のは、「人事委員会規則で定める額」と読み替えるものとする。

５ 附則第３項の規定は、施行日以降に新たに給料表の適用を受け

ることとなった職員で、任用の事情等を考慮して同項（前項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による給料を支給される職員

との権衡上必要があると認められるものについて準用する。この

場合において、附則第３項中「施行日に第１条の規定による改正

附 則

（給料の切替えに伴う経過措置）

３ 施行日の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で

、その者の受ける給料月額が同日において受けていた給料月額に

達しないこととなるもの（人事委員会規則で定める職員を除く。

）には、当分の間、給料月額のほか、その差額に相当する額（市

町村立学校職員の給与等に関する条例附則第13項の規定により給

与が減ぜられて支給される職員にあっては、当該額に 100分の99

を乗じて得た額）を給料として支給する。ただし、差額に相当す

る額が、市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正す

る条例（平成17年宮崎県条例第88号）附則第６項（同条例附則第

７項及び第８項において準用する場合を含む。）の給料の額に達

しない場合は、支給しない。

４ 前項の規定は、施行日の前日から引き続き給料表の適用を受け

る職員（同日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員を除

く。）で、前項の規定による給料を支給される職員との権衡上必

要があると認められるものについて準用する。この場合において

、同項中「同日において受けていた給料月額」とあるのは、「人

事委員会規則で定める額」と読み替えるものとする。

５ 附則第３項の規定は、施行日以降に新たに給料表の適用を受け

ることとなった職員で、任用の事情等を考慮して同項（前項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による給料を支給される職員

との権衡上必要があると認められるものについて準用する。この

場合において、附則第３項中「同日において受けていた給料月額
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前の市町村立学校職員の給与等に関する条例の規定（附則第13項

から第15項までの規定を除く。）を適用した場合にその者が受け

ることとなる給料月額（当該給料月額に相当する額として人事委

員会規則で定める額を含む。）」とあるのは、「人事委員会規則

で定める額」と読み替えるものとする。

」とあるのは、「人事委員会規則で定める額」と読み替えるもの

とする。

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条から第４条までの規定は、平成28年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例（以下「改正後の市町村立学校職員給与等条例」という。）、第

５条の規定による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（以下「改正後の平成17年改正条例」という。

）及び第６条の規定による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（以下「改正後の平成27年改正条例

」という。）の規定は、平成27年４月１日から適用する。

（切替日前の異動者の号給の調整）

３ 平成27年４月１日（以下「切替日」という。）前に職務の級を異にして異動した職員及び人事委員会の定めるこれに準じる職員の切替

日における号給については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度

において、人事委員会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。

（給与の内払）

４ 改正後の市町村立学校職員給与等条例、改正後の平成17年改正条例又は改正後の平成27年改正条例の規定を適用する場合においては、

第１条の規定による改正前の市町村立学校職員の給与等に関する条例、第５条の規定による改正前の市町村立学校職員の給与等に関する

条例の一部を改正する条例又は第６条の規定による改正前の市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の規定に基

づいて支給された給与は、それぞれ改正後の市町村立学校職員給与等条例、改正後の平成17年改正条例又は改正後の平成27年改正条例の

規定による給与の内払とみなす。

（人事委員会規則への委任）

５ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第13号

教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例

教育関係の公の施設に関する条例（昭和39年宮崎県条例第36号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第３（第６条関係）別表第３（第６条関係）

基準施設

備考金額単位区分

［略］

１ 「児童・生

徒」とは、学

校教育法第１

条に規定する

学校（大学及

び高等専門学

校を除く。）

に在学する者

をいう。

２・３ ［略］

［略］

［略］

１人２時

間まで

10歳以

上の児

童・生

徒

その他

の者

エアーライフ

ル射場

宮崎県

ライフ

ル射撃

競技場

［略］

１人２時

間まで

高等学

校（中

等教育

スモールボア

ライフル射場

基準施設

備考金額単位区分

［略］

１・２ ［略］

［略］

［略］

１人２時

間まで

中学校

及び高

等学校

（中等

教育学

校を含

む。）

生徒

その他

の者

エアーライフ

ル射場

宮崎県

ライフ

ル射撃

競技場

［略］

１人２時

間まで

高等学

校（中

等教育

スモールボア

ライフル射場
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［略］

学校の

後期課

程及び

特別支

援学校

の高等

部を含

む。）

生徒

その他

の者

［略］

学校後

期課程

を含む

。）生

徒

その他

の者

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成28年３月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第14号

教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（手数料）

第３条 法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び

附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ

る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手

数料を納めなければならない。

（１）～（５） ［略］

（６） 教育職員免許法（昭和24年法律第 147号）第５条第７項の

規定に基づく免許状の授与、同法第５条の２第３項の規定に基

づく特別支援教育領域（以下「領域」という。）の追加の定め

、当該免許状の授与に関する証明又は同法第15条の規定に基づ

く免許状の書換若しくは再交付 教育職員免許状授与等手数料

（７）～（11） ［略］

２・３ ［略］

別表第１（第２条関係）

（手数料）

第３条 法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び

附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ

る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手

数料を納めなければならない。

（１）～（５） ［略］

（６） 教育職員免許法（昭和24年法律第 147号）第５条第６項の

規定に基づく免許状の授与、同法第５条の２第３項の規定に基

づく特別支援教育領域（以下「領域」という。）の追加の定め

、当該免許状の授与に関する証明又は同法第15条の規定に基づ

く免許状の書換若しくは再交付 教育職員免許状授与等手数料

（７）～（11） ［略］

２・３ ［略］

別表第１（第２条関係）

備 考納 期金 額単 位区 分使用料

［略］

１ 「児

童・生

徒」と

は、学

校教育

法第１

条に規

定する

学校（

大学及

び高等

専門学

校を除

く。）

に在学

［略］

［略］

［略］

１人２時

間まで

10歳以

上の児

童・生

徒

その他

の者

エアーライ

フル射場

４ ラ

イフ

ル射

撃競

技場

使用

料

［略］

１人２時

間まで

高等学

スモールボ

アライフル

射場

備 考納 期金 額単 位区 分使用料

［略］

［略］

［略］

［略］

１人２時

間まで

中学校

及び高

等学校

（中等

教育学

校を含

む。）

生徒

その他

の者

エアーライ

フル射場

４ ラ

イフ

ル射

撃競

技場

使用

料

［略］

１人２時

間まで

高等学

スモールボ

アライフル

射場
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する者

をいう

。

２・３

［略］

［略］

校（中

等教育

学校の

後期課

程及び

特別支

援学校

の高等

部を含

む。）

生徒

その他

の者

［略］

１・２

［略］

［略］

校（中

等教育

学校後

期課程

を含む

。）生

徒

その他

の者

［略］

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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